
 

医政発 0328第 34号 

令和７年３月 28 日 

 

 

各都道府県知事 殿 

 

 

厚生労働省医政局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

死体検案書発行料等の金額の基準や算定根拠の在り方について 

 

現在、検案料（本通知において死体検案書発行料等及び検査費用をいう。）に

ついては、地域や医療機関等によって様々な基準が設定されているが、死因究明

等推進計画（令和６年７月５日閣議決定）において、「厚生労働省において、検

案に際して行われる検査の費用や死体検案書発行料等の金額の基準や算定根拠

の在り方について、研究成果を取りまとめるとともに、地方公共団体への還元、

周知等を図る。」とされたところである。 

ついては、「死因究明等の推進に関する研究」（令和５年度厚生労働行政推進調

査事業費補助金）が取りまとめられたことから、別添のとおり、その研究成果を

周知する。 

本研究成果は、死体検案書発行料等の金額の基準や算定根拠の目安の一助に

なると考えられることから、各都道府県においては御了知いただくとともに、貴

管下医療機関等に周知いただくようお願いする。 

なお、各種検査費用（刑事訴訟法（昭和 23年法律第 131号）及び警察等が取

り扱う死体の死因又は身元の調査等に関する法律（平成 24 年法律第 34 号）に

基づくものを除く。）については、異状死死因究明支援事業の活用が可能な場合

があることから、貴管下医療機関等に併せて周知いただくようお願いする。 

また、死亡診断書と死体検案書の違い等については、厚生労働省ホームペー

ジ（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryo

u/sibousinndannsyo.html）に掲載していることから、貴管下医療機関等に周

知いただくようお願いする。 

なお、本通知の写しを別記宛先に送付することを申し添える。 

  



 

（別添） 

 

「死因究明等の推進に関する研究」 

（令和５年度厚生労働行政推進調査事業費補助金） 

の研究成果について 

 

 

○ 本研究において示された死体検案書発行料等の金額基準及びその算定根拠

は、以下のとおりである。 

 

 

○ なお、本金額基準及び算定根拠については、検案の現場を担っている医師

等にもアンケート調査を実施し、その回答者の大半の考え方とも大きな相違

がないことが確認されている。 

  回答者数：798人 

   概ね適切：74.7%（596人）、適切ではない：25.3%（202人） 

 

  

算定項目 金額基準 算定根拠

人件費 15,000円 原則算定

加算項目 現場検案時間内加算 1,000円
現場での検案が１時間以上の場合に算定

※１時間以降は30分ごとに算定

診療時間内加算 2,000円 検案当番日かつ、通常の診療時間内に外来診療を中断して検案した場合に算定

診療時間外加算 2,000円
検案当番日かつ、診療時間後～午後10時又は午前８時～診療時間前

に検案した場合に算定

深夜加算 5,000円 検案当番日かつ、午後10時～午前８時に検案した場合に算定

年末年始休日加算 3,000円 土曜日、日曜日、祝日及び年末年始（12月29日～１月３日）に検案した場合に算定

緊急往診加算

①a：  4,000円

①b：  5,000円

②a：  7,000円

②b：10,000円

③a：14,000円

③b：20,000円

検案当番日外かつ、以下①～③に該当する場合にいずれかを算定

①通常の診療時間内に外来診療を中断して検案した場合

　a：遺体発見現場（住居等）までの距離が10km未満の場合に算定

　b：遺体発見現場（住居等）までの距離が10km以上の場合に算定

②診療時間外に検案した場合

　a：遺体発見現場（住居等）までに距離が10km未満の場合に算定

　b：遺体発見現場（住居等）までの距離が10km以上の場合に算定

③深夜に検案した場合

　a：遺体発見現場（住居等）までに距離が10km未満の場合に算定

　b：遺体発見現場（住居等）までの距離が10km以上の場合に算定

旅費 往診料
①：  7,000円

②：10,000円

原則算定

①：遺体発見現場（住居等）までの距離が10km未満の場合に算定

②：遺体発見現場（住居等）までの距離が10km以上の場合に算定

自家用車利用時の

ガソリン代等
実費 自家用車利用時にガソリン代等の費用が発生した場合に算定

検案費用 検案書発行料 5,000円 原則算定

基本検案料



 

（参考）検案料支払い基準を検討する際に考慮する要素 

 

※「死因究明等の推進に関する研究」（令和５年度厚生労働行政推進調査事業

費補助金）総括研究報告書掲載資料を一部修正 
 

 

  

検案料支払い基準を検討する際に考慮する要素

人 件 費 旅 費 検 案 費 用

加算項目
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（参考資料１） 

 

異状死死因究明支援事業（概要） 

 

 

（１）事業内容 

死因不詳の死体に対して、解剖又は死亡時画像診断等の検査を実施す

る。また、原則として実施施設における全ての小児死亡事例に対し死亡時

画像診断を実施するものとする。 

（２）補助基準 

都道府県知事等が必要と判断する解剖等に係る死因究明の取組であるこ

と。医療関係団体、大学医学部法医学教室又は病理学教室、警察等との協

力体制が整っていること。 

（３）補助率 

国１／２ 

（４）補助基準額 

死亡時画像診断 54,000円×実施件数 

ＰＣＲ検査   10,000円×実施件数 

薬毒物検査   80,000円×実施件数 

（５）対象経費 

職員諸手当（非常勤）、非常勤職員手当、諸謝金、旅費、備品費、印刷

製本費、通信運搬費、雑役務費（解剖経費、死亡時画像診断等の検査経

費）、委託費（上記に掲げる経費に該当するもの） 

  



 

（参考資料２） 

 

死亡診断書及び死体検案書の取扱いに関する Q&A 

 

 死亡診断書と死体検案書の違いについて 

１ 死亡診断書と死

体検案書の違い

は何ですか。 

死亡診断書と死体検案書はどちらも、①人間の死亡を医学的・

法律的に証明する、②我が国の死因統計作成の資料となる、とい

う大きな意義をもっています。両者の間に法律上及び統計上の違

いはありません。 

医師は、「自らの診療管理下にある患者が、生前に診療していた

傷病に関連して死亡したと認める場合」には「死亡診断書」を、

それ以外の場合には「死体検案書」を交付してください。 

２ 死体検案書を交

付する場合、警

察署への届出は

必要ですか。 

死体検案書を交付する場合でも、死体に異状が認められない場

合は、所轄警察署に届け出る必要はありません。 

あくまでも、死体に異状が認められるかどうかで判断してくだ

さい。（Ｑ８参照） 

死亡診断書についても同様です。 

３ 自ら診療を行っ

ていた患者が、

最終の診察後 24

時間以内に死亡

しました。死亡

後に改めて診察

を 行 う こ と な

く、死亡診断書

を交付すること

ができますか。 

最終の診察後 24 時間以内に患者が死亡した場合においては、

死亡後に改めて診察を行うことなく「生前に診療していた傷病に

関連する死亡であること」が判定できる場合（※）には、医師法

第 20 条ただし書の規定により、死亡後に改めて診察を行うこと

なく、死亡診断書を交付できます。 

※ 医師が、死亡後に改めて診察を行うことなく「生前に診療して

いた傷病に関連する死亡であることが判定できる場合」としては、

たとえば当該患者の死亡に立ち会っていた別の医師から死亡状況

の詳細を聴取することができる等、ごく限られた場合であること

にご留意ください。なお、このような場合であっても、死亡診断

書の内容に正確を期するため、死亡後改めて診察するよう努めて

下さい。 

 

（参考）医師法第 20条 

 医師は、自ら診察しないで治療をし、若しくは診断書若しく

は処方せんを交付し、自ら出産に立ち会わないで出生証明書若

しくは死産証書を交付し、又は自ら検案をしないで検案書を交

付してはならない。但し、診療中の患者が受診後二十四時間以

内に死亡した場合に交付する死亡診断書については、この限り

でない。 



 

  

 

  

４ 自ら診療を行っ

ていた患者が、

最終の診察後 24

時間以上経過後

に 死 亡 し ま し

た。死亡診断書

を交付すること

はできますか。 

当該患者を死亡後改めて診察し、生前に診療していた傷病に関

連して死亡したと認められる場合は、最終の診察からの経過時間

にかかわらず、死亡診断書を交付することができます。 

 

５ 自ら診療を行っ

ていた患者の死

亡に立ち会えな

かった場合に死

亡診断書を交付

することはでき

ますか。 

診療中の患者が死亡した場合、これまで当該患者の診療を行っ

てきた医師は、たとえ死亡に立ち会えなくとも、死亡後改めて診

察を行い、生前に診療していた傷病に関連する死亡であると判定

できる場合には、医師法第 20条本文の規定により、死亡診断書を

交付することができます。この場合は死体検案書を交付する必要

はありません（Q６の図の A）。（Q３、４参照） 

６ 生前に診療を担

当していなかっ

た患者の死後診

察 を 行 い ま し

た。交付するの

は死亡診断書と

死体検案書、ど

ちらになります

か。 

同一医療機関内で情報を共有したり、生前に診療が行われてい

た別の医療機関や患者の担当医師から生前の診療情報の共有又は

提供を受ける等して、死亡した患者の生前の心身の状況に関する

情報を正確に把握できた場合に限り、患者の生前に診療を担当し

ていなかった医師でも、死亡後に診察を行った上で、生前に診療

を受けていた傷病に関連して死亡したと判断した場合には、死亡

診断書を交付することが可能です（次図の B）。それ以外の場合は、

死体検案書を交付してください。 

 

 

 



 

７ Q６の生前に担

当していなかっ

た患者に死後診

察を行って、死

亡診断書を交付

できる具体例は

どのようなもの

ですか。 

死亡診断書の交付が可能な場合として、例えば、 

・ 自身の勤務する医療機関で、生前に診察を行ったり担当し

ていた患者以外の患者が死亡した場合で、当該患者の担当医

師の診療記録を確認した場合 

・ 別にかかりつけ医がいる患者がCPAで医療機関に搬送され、

初診で死亡を確認した場合で、死亡の原因と考えられる傷病

に関する状況を含め、かかりつけ医からの生前の心身の状況

に関して、情報の提供を受けた場合 

・ 訪問診療で複数の医師で患者の診療をする体制を構築して

おり、診療記録の共有が行われるなど、患者の状態を医師間

で十分に共有できている場合（医師が所属する医療機関が異

なる場合も含む。） 

・ 災害時、被災地の医療機関等に派遣された医師が、派遣先

の医療機関にて患者の死後診察を行った際に、当該医療機関

に保管されてある患者の診療情報を確認するなどした場合 

等であって、入手した情報に基づき、生前に診療を受けていた傷

病に関連して死亡したと判断した場合が考えられます。 

 医師法第 21条に基づく異状死体等の届出について 

８ どのような場合

に警察署への届

出 が 必 要 で す

か。 

交付すべき書類が「死亡診断書」であるか「死体検案書」であ

るかを問わず、異状を認める場合には、所轄警察署に届け出てく

ださい。 

そのうえで死亡診断書又は死体検案書を交付する場合は、捜査

機関による検視等の結果も踏まえた上で記載してください。 

 

 （参考）医師法第 21 条 

医師は、死体又は妊娠 4 月以上の死産児を検案して異状がある

と認めたときは、24 時間以内に所轄警察署に届け出なければな

らない。 

９ 異状を認める場

合とは、どのよ

う な 場 合 で す

か。 

異状の有無は、死亡診断又は死体検案を行う医師が個々の状況

に応じて個別に判断していただく必要があります。 

  



 

 その他 

10 警察からの依頼

で、検視の立会

いとそれに伴う

死体検案業務に

従事することに

なりました。ご

遺体の状況も普

段診察する患者

と異なることが

予想され、正し

く死因判定がで

き る か 不 安 で

す。相談できる

ところはありま

すか。 

厚生労働省では、日本医師会に委託して、検案業務に従事する

一般臨床医等が死因判定等について悩んだ際に、法医学を専門と

する医師に電話で相談できる体制を構築する事業を行っていま

す。（「死体検案医を対象とした死体検案相談事業」） 

検案業務で死因判定に悩んだ際はこちらの事業を活用くださ

い。 

 

 

事業概要等（※日本医師会 HP【死体検案相談事業】） 

https://www.med.or.jp/doctor/anzen_siin/ 

 

【利用対象者】 

検案業務に従事する一般臨床医、警察協力医（医師会員である

ことを問わない。） 

【電話番号】 

0570−041901 

【通話料（目安）】 

10 円/60 秒（固定電話）、10 円/20 秒（携帯電話）（利用者負

担） 

※相談に係る費用は発生いたしません 

 

 

 

  



 

（別記宛先） 

公益社団法人日本医師会会長 

一般社団法人日本病院会会長 

公益社団法人全日本病院協会会長 

一般社団法人日本医療法人協会会長 

公益社団法人日本精神科病院協会会長 

公益社団法人全国自治体病院協議会会長 

一般社団法人全国医学部長病院長会議会長 

一般社団法人国立大学附属病院長会議会長 

一般社団法人日本私立医科大学協会会長 

独立行政法人国立病院機構理事長 

独立行政法人地域医療機能推進機構理事長 

公益社団法人全国老人保健施設協会会長 

特定非営利活動法人日本法医学会理事長 

警察庁刑事局長 

海上保安庁海上保安監 

文部科学省高等教育局長 


